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　令和４年度決算に基づく実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来
負担比率について報告するもの

　令和４年度決算に基づく葉山町公営企業（下水道事業会計）の資金不足比率について
報告するもの

　平成30年度から令和４年度までの５年間の継続費として実施した葉山町公共下水道下
山口地区管渠整備事業が完了したため、地方公営企業法施行令第18条の２第２項に基づ
き報告するもの

令和４年度葉山町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について

令和４年度葉山町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について

令和４年度葉山町下水道事業会計決算の認定について

令和５年度葉山町下水道事業会計補正予算（第２号）

令和４年度葉山町一般会計歳入歳出決算の認定について

令和４年度葉山町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について

令和５年度葉山町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

令和５年度葉山町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

令和５年度葉山町介護保険特別会計補正予算（第１号）

令和５年葉山町議会第３回定例会提出議案

令和５年度葉山町一般会計補正予算（第５号）

令和５年８月30日
記者会見提供資料

別紙
「補正予算案の概要」
のとおり

別紙
「決算の概要」
のとおり
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令和５年度９月補正予算の概要 

 

1 一般会計 
(１)歳入 

➢ 地方特例交付金 

 減収補てん特例交付金 △1,296 千円 

➢ 地方交付税 

 普通交付税 84,446 千円 

➢ 分担金及び負担金 

 老人保護措置費自己負担金 367 千円 

➢ 国庫支出金 

 低所得者保険料軽減負担金（過年度分） 205 千円 

➢ 県支出金 

 農業人材力強化総合支援事業補助金 2,250 千円 

 市町村地域防災力強化事業費補助金 △108 千円 

➢ 繰越金 

 前年度剰余金 488,724 千円 

➢ 諸収入 

 消防団員安全装備品整備事業助成金 702 千円 

➢ 町債 

 臨時財政対策債 △34,548 千円 

  

(単位：千円）

補正前の予算額 補正予算額 補正後の予算額

12,144,444 540,742 12,685,186

国 民 健 康 保 険 3,638,662 27,859 3,666,521

後 期 高 齢 者 医 療 1,145,222 52,483 1,197,705

介 護 保 険 3,087,249 90,755 3,178,004

小 計 7,871,133 171,097 8,042,230

2,807,186 1,000 2,808,186

22,822,763 712,839 23,535,602

会 計 名

一 般 会 計

合 計

特

別

会

計

下 水 道 事 業 会 計
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(２)歳出 

➢ 基金積立金  

財政調整基金積立金 150,000 千円 

公共公益施設整備基金積立金 370,000 千円 

 財政調整基金 公共公益施設整備基金  

 前年度末残高 1,434,434 千円 2,093,077 千円 ① 

補正前 今年度末残高見込 863,464 千円 1,820,118 千円 ② 

今回補正額（基金積立金） 150,000 千円 370,000 千円 ③ 

補正後 今年度末残高見込 1,013,464 千円 2,190,118 千円 ②＋③ 

➢ 長柄会館敷地内舗装修繕工事 3,025 千円 

➢ 実証実験として行う業務分析・システム化検討支援委託及びノーコードツール

を用いたシステム構築支援委託関連経費 862 千円 

➢ 協働推進事業委託 3,778 千円 

葉山まちづくり協会と連携した協働によるまちづくりを推進 

➢ 町制 100 周年記念事業関連経費 670 千円 

ロゴ入りステッカー・コースター、のぼり旗、ポスター等 

➢ 介護保険特別会計繰出金 409 千円 

令和４年度介護保険低所得者保険料軽減負担金の精算に伴う更正増 

➢ 老人保護措置費 1,573 千円 

在宅での生活が困難な高齢者の特別養護老人ホーム入所にかかる経費 

➢ 農業人材力強化総合支援事業補助金 2,250 千円 

新規就農者に対して経営開始資金を補助 

➢ 令和 6 年 4 月 1 日採用消防職員の被服及び装備等購入費の更正増 800 千円 

➢ 消防団員用雨合羽購入費 485 千円 

➢ 「未来の楽校を考えるワークショップ」関連経費 54 千円 

学校運営協議会委員報酬、記念品（図書カード） 

➢ 予備費（歳入歳出額の調整） 6,836 千円 

 

(３)債務負担行為の設定 

➢ 町制 100 周年記念事業 町民等主導型協働事業補助金 限度額 3,500 千円 

（令和５年度から令和６年度まで） 
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2 国民健康保険特別会計 

(１)歳入 

➢ 繰越金 

 前年度剰余金 27,859 千円 

(２)歳出 

➢ 国民健康保険事業運営基金積立金 27,000 千円 

 国民健康保険事業運営基金  

 前年度末残高 45,301 千円 ① 

補正前 今年度末残高見込 5,306 千円 ② 

今回補正額（基金積立金） 27,000 千円 ③ 

補正後 今年度末残高見込 32,306 千円 ②＋③ 

➢ 予備費（歳入歳出額の調整） 859 千円 

3 後期高齢者医療特別会計 

(１)歳入 

➢ 繰越金 

 前年度剰余金 52,483 千円 

(２)歳出 

➢ 予備費（歳入歳出額の調整） 52,483 千円 

4 介護保険特別会計 

(１)歳入 

➢ 支払基金交付金 

 介護給付費交付金 5,496 千円 

令和４年度介護給付費交付金の精算に伴う追加交付 

➢ 一般会計繰入金 

 低所得者保険料軽減繰入金 409 千円 

➢ 繰越金 

 前年度剰余金 84,850 千円 

(２)歳出 

➢ 介護保険給付費支払基金積立金 50,000 千円 
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 介護保険給付費支払基金  

 前年度末残高 318,012 千円 ① 

補正前 今年度末残高見込 248,042 千円 ② 

今回補正額（基金積立金） 50,000 千円 ③ 

補正後 今年度末残高見込 298,042 千円 ②＋③ 

➢ 国・県支出金等返還金 

 償還金 17,194 千円 

 令和 4 年度国・県支出金及び支払基金交付金の返還金 

➢ 予備費（歳入歳出額の調整） 23,561 千円 

5 下水道事業会計 

(１)歳出 

➢ 町制 100 周年記念事業 「うんこドリル」とコラボレーションした下水道啓発

用リーフレット作成費 1,000 千円 
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一般会計補正予算の内訳
　○ 歳入 （単位:千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 

町 税 5,610,831 47.0 5,610,831 44.2

地 方 譲 与 税 61,801 0.5 61,801 0.5

利 子 割 交 付 金 3,000 0.0 3,000 0.0

配 当 割 交 付 金 43,000 0.4 43,000 0.3

株 式 等 譲 渡 所 得 割交 付金 45,000 0.4 45,000 0.4

法 人 事 業 税 交 付 金 32,000 0.3 32,000 0.3

地 方 消 費 税 交 付 金 690,000 5.8 690,000 5.4

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 17,000 0.1 17,000 0.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 0.0 1 0.0

環 境 性 能 割 交 付 金 11,000 0.1 11,000 0.1

地 方 特 例 交 付 金 25,000 0.2 △ 1,296 23,704 0.2

地 方 交 付 税 1,130,000 9.5 84,446 1,214,446 9.6

交 通 安 全 対 策 特 別交 付金 4,000 0.0 4,000 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 47,557 0.4 367 47,924 0.4

使 用 料 及 び 手 数 料 176,976 1.5 176,976 1.4

国 庫 支 出 金 1,649,837 13.4 205 1,650,042 13.0

県 支 出 金 804,668 6.7 2,142 806,810 6.4

財 産 収 入 6,794 0.1 6,794 0.1

寄 附 金 75,000 0.6 75,000 0.6

繰 入 金 858,000 6.0 858,000 6.8

繰 越 金 200,000 1.7 488,724 688,724 5.4

諸 収 入 252,979 2.1 702 253,681 2.0

町 債 400,000 3.3 △ 34,548 365,452 2.9

合 計 12,144,444 100.0 540,742 12,685,186 100.0

　○ 歳出（目的別） （単位:千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 

議 会 費 176,280 1.5 176,280 1.4

総 務 費 1,419,788 11.9 528,335 1,948,123 15.4

民 生 費 4,537,904 38.0 1,982 4,539,886 35.8

衛 生 費 1,737,284 14.5 1,737,284 13.7

農 林 水 産 業 費 49,445 0.4 2,250 51,695 0.4

商 工 費 304,947 0.9 304,947 2.4

土 木 費 1,351,008 11.3 1,351,008 10.7

消 防 費 718,881 6.0 1,285 720,166 5.7

教 育 費 1,294,960 10.8 54 1,295,014 10.2

災 害 復 旧 費 1,000 0.0 1,000 0.0

公 債 費 524,389 4.4 524,389 4.1

諸 支 出 金 35 0.0 35 0.0

予 備 費 28,523 0.2 6,836 35,359 0.3

合 計 12,144,444 100.0 540,742 12,685,186 100.0

＊各表の構成比は、表示単位未満の端数整理により、合計が100％とならない場合があります。

補正後

補正前 補正後

区 分

区 分

補正予算額

補正予算額

補正前



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 ５ 年 ９ 月 

葉 山 町 

100年後も、自然と人を想う町、葉山 

令和7（2025）年1月、葉山町は町制100周年を迎えます 
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 原則として表及びグラフ中は表示単位未満を四捨五入しています。端数処理の関係で表及び

グラフの足し上げが合計と合わない場合があります。  
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一 般 会 計

決 算 規 模 

令和４年度の一般会計決算額は、歳入が 133 億 5,454 万 8 千円で前年度対比 3

億 2,774 万 5 千円の増、歳出が 126 億 3,660 万 7 千円で５億 6,845 万 5 千円

の増となりました。 

翌年度へ繰り越すべき財源を除いた実質収支は 6 億 8,872 万 3 千円でした。 

 

 令和４年度は歳入歳出決算額はいずれも前年度を上回り、令和元年度以前と比較す

ると高い水準となっています。 

 

(単位：千円）

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減

歳 入 決 算 額 13,354,548 13,026,803 327,745

歳 出 決 算 額 12,636,607 12,068,152 568,455

歳 入 歳 出 差 引 き 717,941 958,651 △ 240,710

翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

29,218 8,881 20,337

実 質 収 支 688,723 949,770 △ 261,047
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歳 入 

令和４年度の歳入決算額は、合計で 133 億 5,454 万 8 千円、前年度に比べ 3 億

2,774 万５千円増えました。 

町税は、前年度に比べ 7,187 万 3 千円増の 58 億 3,776 万 2 千円となりまし

た。地方交付税は、普通交付税の原資となる国税収入が増加したことにより 1 億

6,193 万円増の 12 億 4,524 万円でした。 

国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対策関連経費補助金などが減少したこと

により 2 億 615 万 8 千円減の 20 億 900 万円となりました。 

繰入金は、財政調整基金や公共公益施設整備基金の取り崩しが増えたことにより 2

億 8,886 万 4 千円増の 6 億 565 万 5 千円でした。 

繰越金は、前年度剰余金が増えたことにより1億9,318万1千円増の9億5,865

万 1 千円、町債は臨時財政対策債の発行額の減により 2 億 7,123 万 2 千円減の 5

億 2,332 万 7 千円となりました。 

   
 
 

 
 

 
 

 

 

(単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 伸率

5,837,762 43.7 5,765,889 44.3 71,873 1.2

63,135 0.5 63,178 0.5 △ 43 △ 0.1

856,531 6.4 885,574 6.8 △ 29,043 △ 3.3

配 当 割 交 付 金 46,353 0.3 49,157 0.4 △ 2,804 △ 5.7

株式等譲渡所得割交付金 35,537 0.3 62,448 0.5 △ 26,911 △ 43.1

地 方 消 費 税 交 付 金 671,908 5.0 649,383 5.0 22,525 3.5

1,245,240 9.3 1,083,310 8.3 161,930 14.9

普 通 交 付 税 1,193,669 8.9 1,039,890 8.0 153,779 14.8

特 別 交 付 税 51,571 0.4 43,420 0.3 8,151 18.8

2,009,000 15.0 2,215,158 17.0 △ 206,158 △ 9.3

784,241 5.9 728,848 5.6 55,393 7.6

605,655 4.5 316,791 2.4 288,864 91.2

財 政 調 整 基 金 335,000 2.5 155,000 1.2 180,000 116.1

公共公益施設整備基金 262,609 2.0 161,511 1.2 101,098 62.6

ふるさと葉山みどり基金 290 0.0 0 0.0 290 皆増

958,651 7.2 765,470 5.9 193,181 25.2

523,327 3.9 794,559 6.1 △ 271,232 △ 34.1

臨 時 財 政 対 策 債 200,927 1.5 704,159 5.4 △ 503,232 △ 71.5

471,006 3.5 408,026 3.1 62,980 15.4

13,354,548 100.0 13,026,803 100.0 327,745 2.5

※1

※2

繰 越 金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付
金、自動車取得税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、諸収入

令和４年度 令和３年度 比　　　　較

県 支 出 金

各種交付金　　(※1)

繰 入 金

町 債

そ　の　他　　(※2)

合 計

町 税

地 方 譲 与 税

【用語の解説】 
地 方 譲 与 税：国税として徴収し地方に譲与される税。地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税等 

地 方 交 付 税：地域間の財源の不均衡を調整するため、所得税などの一定割合を地方へ交付する税 

各 種 交 付 金：県に収入された税の一部を市町村に交付する交付金 

繰 入 金：基金（一般家庭の預貯金）の取崩し。財政調整基金、公共公益施設整備基金、ふるさと葉山みどり基金等 

町 債：学校などの教育施設や消防施設、道路河川などの土木施設等を建設するための借入金 

臨 時 財 政 対 策 債：地方一般財源の不足に対処するための特例的な借入金 

令和 4年度は、財源調達のための財政調

整基金や公共公益施設整備基金の取崩し

（＝繰入金）が増えています。 
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歳入構造の推移 

臨時特別給付金など新型コロナウイルス感染症対策関連経費補助金の減に伴い国

県支出金の割合は前年度の 22.6％から 20.9％となりました。普通交付税が増えた

地方交付税は 8.3％から 9.3％、臨時財政対策債が減った町債は 6.1％から 3.9％に

なりました。 
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町税の内訳 

町民税は、コロナ禍の直接的な影響（税収減）を受けず、前年度より 9,891 万円

増の 29 億 9,890 万 6 千円でした。 

町税全体では前年度より 7,187 万３千円増え、58 億 3,776 万２千円でした。 

町税が 58 億円台となるのは平成 29（2017）年度以来となります。

 

町民一人あたりの町税額は前年度に比べ 3,499 円増の 17 万 8,946 円でした。 

（各年度 1 月 1 日現在の人口で比較しています。令和４年度 32,623 人、令和３年度 32,864 人） 

 

町税収入と収納率の推移 

収納率は前年度と比べ、町税全体は 0.1％減の 98.6％、町税の現年課税分は横ば

いの 99.4％となりました。 

 

(単位：千円、％）

金 額 構成比 金 額 構成比 増 減 額 伸率

町 民 税 2,998,906 51.4 2,899,996 50.3 98,910 3.4

固 定 資 産 税 2,154,615 36.9 2,177,557 37.8 △ 22,942 △ 1.1

軽 自 動 車 税 56,440 1.0 52,936 0.9 3,504 6.6

町 た ば こ 税 131,042 2.2 126,511 2.2 4,531 3.6

都 市 計 画 税 496,759 8.5 508,889 8.8 △ 12,130 △ 2.4

合 計 5,837,762 100.0 5,765,889 100.0 71,873 1.2

令和４年度 令和３年度 比　　　較

2,787 2,796 2,915 2,740 2,843 2,873 2,875 2,916 2,906 2,900 

2,187 2,225 2,274 2,221 2,230 2,248 2,208 2,209 2,198 2,178 

510 516 525 
514 516 519 511 511 506 509 

5,643 5,711 
5,883 5,646 

5,763 5,805 5,750 5,796 5,782 5,766 

93.6% 94.7%
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98.7% 99.0% 99.0%
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98.1%
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99.2% 99.4% 99.5% 99.5% 99.6% 99.5%
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百万円
町税収入と収納率の推移

町民税 固定資産税 都市計画税 その他 町税収納率 現年課税分収納率

 令和４年度 令和３年度 増  減 

町民一人あたり町税額 178,946 円 175,447 円 3,499 円 
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歳 出 （ 目 的 別 ） 

歳出決算額は、前年度に比べ 5 億 6,845 万 5 千円増の 126 億 3,660 万 7 千円

でした。 

民生費は、子育て世帯臨時特別給付金の減などにより 1 億 9,406 万 5 千円の減、

衛生費はクリーンセンター再整備工事費の増などにより 2 億 8,465 万 1 千円の増

となりました。教育費は、小学校給食賄材料費や葉山中学校トイレ改修工事の増など

により 2 億 8,021 万 4 千円の増となりました。 

   

歳出構造(目的別)の推移 

子育て世帯臨時特別給付金の減などがあり、民生費が占める割合が前年度に比べ

3.2％減の 33.6％になりました。 

 

(単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 伸率

議 会 費 189,750 1.5 168,039 1.4 21,711 12.9

総 務 費 2,385,819 18.9 2,377,707 19.7 8,112 0.3

民 生 費 4,248,592 33.6 4,442,657 36.8 △ 194,065 △ 4.4

衛 生 費 1,846,000 14.6 1,561,349 12.9 284,651 18.2

農 林 水 産 業 費 59,124 0.5 77,600 0.6 △ 18,476 △ 23.8

商 工 費 307,424 2.4 251,867 2.1 55,557 22.1

土 木 費 1,297,782 10.3 1,204,411 10.0 93,371 7.8

消 防 費 620,493 4.9 592,079 4.9 28,414 4.8

教 育 費 1,142,786 9.0 862,572 7.1 280,214 32.5

災 害 復 旧 費 0 0.0 6,842 0.1 △ 6,842 皆減

公 債 費 538,768 4.3 522,925 4.3 15,843 3.0

諸 支 出 金 69 0.0 104 0.0 △ 35 △ 33.7

合 計 12,636,607 100.0 12,068,152 100.0 568,455 4.7

令和４年度 令和３年度 比　　　　較
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11.6%

11.5%
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  歳   出  （  性  質  別  ） 

物件費は小学校給食賄材料費や新型コロナウイルスワクチン予防接種事業により

2 億 2,586 万 1 千円の増、扶助費は前年度の子育て世帯臨時特別給付金や住民税非

課税世帯臨時特別給付金が減ったことにより 3 億 7,945 万 9 千円の減、補助費等は

物価高騰対策支援高齢者施設等支援金や一次救急医療対策・障害者歯科診療事業負担

金の増などにより 1 億 3,923 万 5 千円の増となりました。 

普通建設事業費は、クリーンセンター再整備事業や葉山中学校トイレ改修工事など

により 4 億 9,995 万 6 千円の増となりました。 

繰出金は、国民健康保険特別会計や後期高齢者医療特別会計への一般会計からの繰

出金などが増えたため、7,018 万 1 千円の増となりました。 

   

 

 

 

  

（単位:千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 伸率

2,949,439 23.3 2,892,631 24.0 56,808 2.0

2,058,920 16.3 1,833,059 15.2 225,861 12.3

98,777 0.8 129,604 1.1 △ 30,827 △ 23.8

2,153,188 17.0 2,532,647 21.0 △ 379,459 △ 15.0

1,417,707 11.2 1,278,472 10.6 139,235 10.9

8,678,031 68.7 8,666,413 71.8 11,618 0.1

922,284 7.3 422,328 3.5 499,956 118.4

内 補 助 事 業 605,328 4.8 151,649 1.3 453,679 299.2

訳 単 独 事 業 316,956 2.5 270,679 2.2 46,277 17.1

0 0.0 6,842 0.1 △ 6,842 皆減

922,284 7.3 429,170 3.6 493,114 114.9

538,768 4.3 522,925 4.3 15,843 3.0

1,183,905 9.4 1,186,206 9.8 △ 2,301 △ 0.2

100,000 0.8 120,000 1.0 △ 20,000 △ 16.7

4,000 0.0 4,000 0.0 0 0.0

1,209,619 9.6 1,139,438 9.4 70,181 6.2

3,036,292 24.0 2,972,569 24.6 63,723 2.1

12,636,607 100.0 12,068,152 100.0 568,455 4.7

普通建設事業費

繰 出 金

災 害 復 旧 費

公 債 費

積 立 金

投資及び出資金

貸 付 金

令和４年度 令和３年度 比　　　　較

合　　　計

消
費
的
経
費

小　　計

投
資
的
経
費

小　　計

そ
の
他

小　　計

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

【用語の解説】 

人 件 費：職員の給与、職員手当、共済費や議員の報酬など 

物 件 費：旅費や消耗品・備品の購入費、施設の管理委託料など 

維持補修費：施設や設備の補修 

扶 助 費：社会保障の一環として行う医療給付や手当など 

補助費等：各種団体への補助金など 

投資的経費：学校や道路などの施設整備 

公 債 費：借入金の返済 

投資及び出資金：公営事業会計などに出資する経費 

繰 出 金：特別会計への補てんなど 

物件費の増加には、円安や原油高の影響による光

熱水費の高騰も含まれています。 
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歳出構造(性質別)の推移 

扶助費は、子育て世帯臨時特別給付金や住民税非課税世帯臨時特別給付金が減っ

たことにより、前年度に比べ令和４年度は減少しました。 
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2,533 
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528 

544 

523 

1,575 1,636 1,681 1,719 1,771 1,801 1,090 
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

24 25 26 27 28 29 30 元 2 3年度

百万円
歳出性質別の推移

人件費 物件費 扶助費 補助費等 投資的経費 公債費 繰出金 その他
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町民一人あたりのお金の使い道  

行政サービスにかかった経費（お金の使い道）を町民一人あたりに換算すると、

令和４年度は 387,353 円（前年度対比＋20,138 円）となりました。 

 
※町民一人あたりは、各年度 1 月 1 日現在の人口で比較しています。(人口は 4 ページ参照) 

地域活動・行政運営に
78,949円、20.4％（＋1,486円）

高齢者・障害者(児)・児童・母子
父子家庭に

130,233円、33.6％(△4,950円）

保健・医療・環境保全に
56,586円、14.6％（＋9,077円）

観光・産業の振興に
11,236円、2.9％（＋1,211円）

道路・公園・まちづくりに
39,783円、10.3％(＋3,131円）

救急・防災等町民の安全安心に
19,020円、4.9％(＋796円）

学校・図書館・生涯学習に
35,030円、9.0％(＋8,783円）

借入金の返済に
16,515円、4.3％(＋603円）

※ ％は構成比、( )内は前年度対比 
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                         (  )内は前年度対比 

 

収 入 

⚫ 給料(町税)        292万円(＋4) 

⚫ 諸手当(譲与税・交付金・国県支出金) 

          186万円(△9) 

⚫ 貯金の取崩し(基金繰入金) 

                 30万円(+14) 

⚫ 家賃(使用料・手数料など) 

           72万円(＋13) 

⚫ 親(国)からの仕送り(地方交付税) 

           62万円(＋8) 

⚫ 家の増改築などのためのローン(町債) 

           26万円(△13) 

 

⚫ 合 計        668万円(+17) 

支 出 

⚫ 生活費(人件費)      147万円(＋2) 

⚫ 医療費(扶助費)    108万円(△19) 

⚫ ローンの返済(公債費)  27万円(＋１) 

⚫ 家の増改築(普通建設事業費) 

           46万円(＋25) 

⚫ 子どもへの仕送り(繰出金等) 

            95万円(△1) 

⚫ 預貯金(積立金)        59万円(0) 

⚫ その他の生活費(物件費など) 

150万円(+21) 

 

 

⚫ 合 計        632万円(+29) 

 

 

 
 

葉山町の決算を家計に例えると・・・ 

葉山町の決算額を１/2,000 に縮小して、家計に置きかえました。 

収入は 668 万円、支出は 632 万円で 36 万円の黒字になりました。      

黒字の額は前年度と比べると 12 万円の減でした。 
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借 入 金 の 状 況

令和4年度末の一般会計と下水道事業会計を合わせた町全体の

町債残高は、121 億 8,300 万円でした。平成 25 年度の 140

億 5,300 万円から 18 億 7,000 万円の減となりました。 

令和 4 年度の町債借入額は 11 億 2,400 万円で、元金返済額

の 11 億 300 万円を上回り、町債残高は前年度に比べ 2,000 万

円増えました。 

 

令和 4 年度の町債借入額は、前年度に続き元金返済額を超えています。 

返済額を借入金が上回るため、町債残高は前年度より増えました。 
  

 

 

 

 

 

 

 

  

借入金    ＞   元金返済額 

1,124百万円     1,103百万円 

令和 4年度は、下水道事業会計が元金返済額を上回る借

り入れを行ったため、これまで減少を続けていた下水道

事業債残高が増加しました。 

その結果、一般会計と合わせた町全体の残高も増加しま

した。 
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一般会計 
 

令和 4 年度は、臨時財政対策債(※)を発行可能額満額まで借り入れました。 

また、建設事業債としてクリーンセンター再整備工事や葉山中学校トイレ改修工事

に充てるため借入れを行いました。 

一般会計の町債残高は前年度より200万円減の59億1,500万円となりました。 

一般会計の町債残高に占める臨時財政対策債の割合は全体の 83.6％でした。 

 
 

  
臨時財政対策債(※) 
地方一般財源の不足に対処するため、建物の建設など投資的経費以外にも充てられる地方財政

法第５条の特例として借り入れる町債です。 

国の財源不足によって地方交付税の総額が確保できないとき、その不足分の代替として地方交

付税として交付されるべき額の一部を賄うために借り入れるもので、後年度にその元利返済金相

当額が普通交付税算定に反映されることになっています。 

その他の町債(※) 

 減税補てん債 

平成 6 年度以降の税制改正に伴う個人住民税の減税や平成 11 年度以降の恒久的減税等によ

る地方公共団体の減収額を埋めるために借り入れる町債です。 

 減収補てん債 
一部の税目について普通交付税の決定後に当該年度の基準財政収入額と税収額との差を精算

するために借り入れる町債です。 
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下水道事業会計 
 

下水道事業会計の事業債残高は、平成 25 年度の 85 億 2,700 万円から令和 4 年

度では 22 億 5,800 万円減少して、62 億 6,900 万円となりました。前年度からは

2,300 万円増えました。 
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下水道事業債残高 借入額 元金返済額 利子返済額

令和 4年度は、下水道建設改良費の増加に伴い

元金返済額を上回る借り入れを行ったことから、

これまで減少を続けていた下水道事業債残高が

増加に転じています。 
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基 金 の 状 況

 令和４年度の年度末残高は、財政調整基金が前年度より２億

500 万円増え、14 億 3,400 万円となりました。公共公益施設

整備基金は 3 億 7,700 万円増え、20 億 9,300 万円となりまし

た。 

 基金全体の年度末残高は、前年度より 5 億 7,800 万円増え、

36 億 3,300 万円となりました。 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
                                                       

基金は、一般家庭の預貯金に似ています。 

財政調整基金 
  災害などが発生し多額の費用が必要なときや財源が不足したときなどに取り崩して使います。 

公共公益施設整備基金 
  学校や道路など公共施設の整備に取り崩して使います。 

ふるさと葉山みどり基金 

  緑豊かな郷土を残すため公園や緑地の保全などに取り崩して使います。 

 教育基金 

  教育の振興や教育環境の充実のために取り崩して使います。 
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借金や貯金の残高を一人あたりでみてみよう・・・ 

 令和 4 年度の町民一人あたりの借入金（借金）残高は前年度より 1 千円増え、

18 万 1 千円でした。県内の市町村平均と比べて低い水準となりました。 

 

令和 4 年度の町民一人あたりの基金（貯金）残高は、前年度より 18 千円増え、

11 万 1 千円でした。県内の町村平均と比べて低い水準となりました。 

 

※「普通会計」とは国の基準に従って分類・統計した会計のことで、主に一般会計で構成されます。 

交付税や健全化判断指標などに用いられ、特別会計や事業会計に属するものは含まれません。 

164 164 170 170 171 173 174 172 171 
180 

278 283 284 288 286 291 
299 

310 317 

254 254 249 
259 256 

264 
280 

301 

319 

100

150

200

250

300

350

24 25 26 27 28 29 30 元 2 3年度

千円 一人あたりの借入金残高（普通会計）

葉山町 県内市町村平均 県内町村平均
※ 県及び町村平均は単純平均※ 県及び町村平均は単純平均
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財 政 指 標

経常収支比率 

令和４年度は臨時財政対策債の借入額が減少し 7.2ポイ

ント増え 91.1％となりました。 

 

財政力指数 

平成 21 年度以降 14 年連続で財政力指数が「１」より低いため、国から普通交

付税が交付されました。令和 4 年度は県内 33 市町村のうち 26 市町村が普通交付

税の交付団体となりました。 

 

令和 4年度は、普通交付税の増によ

り臨時財政対策債借入額が減少した

ため、比率が増加しました。 
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財政健全化判断比率 

健全化判断比率は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき毎年度

算出します。これらの比率が基準を超えた場合は、早期に財政の健全化を図ることに

なります。 

令和 4 年度の各比率は、次のとおりとなりました。 

 

※令和４年度の経常収支比率及び財政健全化判断比率等は速報値のため、変動する場合があります。 

 

 

 

  

令和４年度 令和３年度
令和４年度

早期健全化基準

実 質 赤 字 比 率 赤字になっていない 赤字になっていない 13.88%

連結実質赤字比率 赤字になっていない 赤字になっていない 18.88%

実質公債費比率 △2.7% △2.5% 25.0%

将 来 負 担 比 率 算定されない 算定されない 350.0%

資金不足
比率

下水道事業会計 資金不足になっていない 資金不足になっていない 20.0%

健
全
化
判
断
比
率

比率の種類

実質赤字比率 

 一般会計などの赤字の程度を示す指標です。黒字の場合は算定されません。 

連結実質赤字比率 

 一般会計のほか、特別会計や事業会計をすべて合計（連結）した全体の赤字の程度を示す指標

です。黒字の場合は算定されません。 

実質公債費比率 

 一般会計や下水道事業会計の借入金の返済額（公債費）の状況（返済額とそれに充てることが

できる財源の比較）を示す指標です。３か年平均で算出します。 

将来負担比率 

将来に支出しなければならない財政負担（町債の残高や退職手当の負担見込額など）の程度を

示す指標です。将来に向けた中・長期的な視点での財政状況について、将来見込まれる財政負

担とそれに充てることができる財源(基金や都市計画税など)を比較するものです。財政負担より

財源が大きい場合は算定されません。 

資金不足比率 

 事業会計の経営状況を示す指標で、おもに流動負債と流動資産を比較するものです。流動負債

より流動資産が大きい場合は算定されません。 

いずれの比率も早期健全化基準を下回

っています。 
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特 別 会 計 
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

令和 4 年度の国民健康保険特別会計決算額は、歳入が 36 億 5,295 万 1 千円で前

年度対比 1 億 1,803 万 2 千円の増、歳出は 35 億 8,509 万 2 千円で 1 億 2,322

万円の増となりました。 

実質収支は、6,785 万 9 千円でした。 

 

 

 

 

 

 

 

国 民 健 康 保 険
(単位：千円）

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減

歳 入 決 算 額 3,652,951 3,534,919 118,032

歳 出 決 算 額 3,585,092 3,461,872 123,220

歳 入 歳 出 差 引 き 67,859 73,047 △ 5,188

翌年度へ繰り越すべき
財 源

実 質 収 支 67,859 73,047 △ 5,188
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（歳入）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸率

国 民 健 康 保 険 料 718,350 19.7 727,485 20.6 △ 9,135 △ 1.3

使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0 2 0.0 △ 1 △ 50.0

県 支 出 金 2,378,527 65.1 2,298,813 65.0 79,714 3.5

財 産 収 入 1 0.0 0 0.0 1 皆増

繰 入 金 481,490 13.2 404,113 11.4 77,377 19.1

繰 越 金 73,047 2.0 94,443 2.7 △ 21,396 △ 22.7

諸 収 入 1,526 0.0 4,409 0.1 △ 2,883 △ 65.4

国 庫 支 出 金 9 0.0 5,654 0.2 △ 5,645 △ 99.8

合　　　計 3,652,951 100.0 3,534,919 100.0 118,032 3.3

（歳出）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸率

総 務 費 58,496 1.6 60,808 1.8 △ 2,312 △ 3.8

保 険 給 付 費 2,337,686 65.2 2,250,758 65.0 86,928 3.9

国民健康保険事業費納付金 1,041,453 29.0 1,000,127 28.9 41,326 4.1

共 同 事 業 拠 出 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

保 健 事 業 費 19,680 0.5 19,811 0.6 △ 131 △ 0.7

基 金 積 立 金 123,001 3.4 123,001 3.6 0 0.0

公 債 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

諸 支 出 金 4,776 0.1 7,367 0.2 △ 2,591 △ 35.2

合　　　計 3,585,092 100.0 3,461,872 100.0 123,220 3.6

（単位:千円、％）

令和４年度 令和３年度 比　　　較

（単位:千円、％）

令和４年度 令和３年度 比　　　較
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

令和 4 年度の後期高齢者医療特別会計決算額は、歳入が 11 億 5,083 万 6 千円

で前年度対比 4,989 万 6 千円の増、歳出は 10 億 7,835 万 3 千円で 4,720 万円

の増となりました。 

実質収支は、7,248 万 3 千円でした。 

 

 

 

 

 

 

 

後 期 高 齢 者 医 療
(単位：千円）

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減

歳 入 決 算 額 1,150,836 1,100,940 49,896

歳 出 決 算 額 1,078,353 1,031,153 47,200

歳 入 歳 出 差 引 き 72,483 69,787 2,696

翌年度へ繰り越すべき
財 源

実 質 収 支 72,483 69,787 2,696
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（歳入）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸率

後期高齢者医療保険料 664,246 57.7 635,292 57.7 28,954 4.6

使 用 料 及 び 手 数 料 0 0.0 0 0.0 0 0.0

繰 入 金 416,128 36.2 393,869 35.8 22,259 5.7

繰 越 金 69,787 6.1 70,514 6.4 △ 727 △ 1.0

諸 収 入 675 0.1 1,265 0.1 △ 590 △ 46.6

国 庫 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合　　　計 1,150,836 100.0 1,100,940 100.0 49,896 4.5

（歳出）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸率

総 務 費 7,188 0.7 6,118 0.6 1,070 17.5

後期高齢者医療広域連合
納 付 金

1,070,587 99.3 1,023,695 99.3 46,892 4.6

諸 支 出 金 578 0.1 1,340 0.1 △ 762 △ 56.9

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合　　　計 1,078,353 100.0 1,031,153 100.0 47,200 4.6

（単位:千円、％）

令和４年度 令和３年度 比　　　較

（単位:千円、％）

令和４年度 令和３年度 比　　　較
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介 護 保 険 特 別 会 計 

令和４年度の介護保険特別会計決算額は、歳入が 31 億 8,967 万 3 千円で前年

度対比 5,438 万円の増、歳出は 31 億 282 万 3 千円で 1 億 488 万 6 千円の増

となりました。 

実質収支は、8,685 万円でした。 

 

  

 

 
 

 

介 護 保 険
(単位：千円）

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減

歳 入 決 算 額 3,189,673 3,135,293 54,380

歳 出 決 算 額 3,102,823 2,997,937 104,886

歳 入 歳 出 差 引 き 86,850 137,356 △ 50,506

翌年度へ繰り越すべき
財 源

実 質 収 支 86,850 137,356 △ 50,506
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（歳入）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸率

介 護 保 険 料 629,197 19.7 632,323 20.2 △ 3,126 △ 0.5

使 用 料 及 び 手 数 料 0 0.0 0 0.0 0 0.0

国 庫 支 出 金 695,747 21.8 703,041 22.4 △ 7,294 △ 1.0

支 払 基 金 交 付 金 762,937 23.9 773,472 24.7 △ 10,535 △ 1.4

県 支 出 金 428,873 13.4 431,920 13.8 △ 3,047 △ 0.7

財 産 収 入 6 0.0 7 0.0 △ 1 △ 14.3

繰 入 金 535,545 16.8 523,011 16.7 12,534 2.4

繰 越 金 137,356 4.3 71,457 2.3 65,899 92.2

諸 収 入 12 0.0 62 0.0 △ 50 △ 80.6

合　　　計 3,189,673 100.0 3,135,293 100.0 54,380 1.7

（歳出）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸率

総 務 費 66,624 2.1 61,854 2.1 4,770 7.7

保 険 給 付 費 2,775,651 89.5 2,732,578 91.1 43,073 1.6

保 健 福 祉 事 業 費 6,959 0.2 6,932 0.2 27 0.4

地 域 支 援 事 業 費 142,341 4.6 134,893 4.5 7,448 5.5

基 金 積 立 金 80,006 2.6 50,007 1.7 29,999 60.0

公 債 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

諸 支 出 金 31,242 1.0 11,673 0.4 19,569 167.6

合　　　計 3,102,823 100.0 2,997,937 100.0 104,886 3.5

（単位:千円、％）

（単位:千円、％）

令和４年度 令和３年度 比　　　較

令和４年度 令和３年度 比　　　較
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事 業 会 計 
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下 水 道 事 業 会 計 

令和４年度の下水道事業会計の収益的収入の決算額は 12 億 6,368 万円、収益的

支出の決算額は 11 億 2,152 万 8 千円となりました。 

資本的収入の決算額は 11 億 2,917 万円、資本的支出の決算額は 15 億 6,355

万 9 千円でした。 

 

  

 

 

 

 

（収益的収入及び支出）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸率

営 業 収 益 321,872 25.5 324,822 25.8 △ 2,950 △ 0.9

営 業 外 収 益 941,803 74.5 934,059 74.2 7,744 0.8

特 別 利 益 5 0.0 0 0.0 5 皆増

計 1,263,680 100.0 1,258,881 100.0 4,799 0.4

営 業 費 用 1,023,697 91.3 978,526 90.0 45,171 4.6

営 業 外 費 用 97,827 8.7 108,961 10.0 △ 11,134 △ 10.2

特 別 損 失 4 0.0 0 0.0 4 皆増

計 1,121,528 100.0 1,087,487 100.0 34,041 3.1

（資本的収入及び支出）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸率

企 業 債 601,000 53.2 307,000 50.1 294,000 95.8

他会計出資金 100,000 8.9 120,000 19.6 △ 20,000 △ 16.7

補 助 金 422,575 37.4 185,500 30.3 237,075 127.8

その他資本的収入 5,595 0.5 0 0.0 5,595 皆増

計 1,129,170 100.0 612,500 0.1 516,670 84.4

建 設 改 良 費 984,298 63.0 542,295 48.7 442,003 81.5

固定資産購入費 1,045 0.1 0 0.0 1,045 皆増

企業債償還金 578,216 37.0 572,286 51.3 5,930 1.0

計 1,563,559 100.0 1,114,581 100.0 448,978 40.3

（単位:千円、％）

令和４年度 令和３年度 比　　　較

収
　
入

支
　
出

＊資本的収入額が資本的支出額に不足する額434,389千円は、消費税資本的収支調整額48,643千円、当年度損益勘定留保
資金318,657千円及び繰越利益剰余金処分額67,089千円で補てんした。

収
　
入

支
　
出

（単位:千円、％）

令和４年度 令和３年度 比　　　較
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条例の概要 
 

 

 題 名 

葉山町税条例の一部を改正する条例 
 

１ 趣 旨 

地方税法等の改正に伴い、所要の改正を行うこととした。 

 

２ 内 容 

（１）新たに定義された特定小型原動機付自転車と通称「ミニカー」と呼ばれる原動

機付自転車の定義を明確化するため所要の改正をすることとした。 

（２）軽自動車税の種別割のグリーン化特例を適用させる期間を令和６年度又は令和

７年度まで延長することとした。 

グリーン化特例（軽課）の内容 

対象車両 軽減率 延長する期限 

電気自動車等 75％ 
３年延長 

（令和７年度末取得まで） 

令和 12年度燃費基準 90％達成車 

かつ令和２年度燃費基準達成車 

（営業用乗用車に限る。） 

50％ 
３年延長 

（令和７年度末取得まで） 

令和 12年度燃費基準 70％達成車 

かつ令和２年度燃費基準達成車 

（営業用乗用車に限る。） 

25％ 
２年延長 

（令和６年度末取得まで） 

（３）固定資産税の課税標準に係る特例（わがまち特例）について、長寿命化に資す

る大規模修繕を行ったマンションの固定資産税の減額措置が創設されたことに

伴い所要の改正をすることとした。 

 

３ 施行期日等 

（１）この条例は、公布の日から施行することとした。 

（２）改正後の条例の規定は、令和６年度以後の軽自動車税及び固定資産税に適用し、

令和５年度以前の軽自動車税及び固定資産税については、なお従前の例によるこ

ととした。 

議案第 55号参考資料 

第 ３ 回 定 例 会 

令和５年９月６日 


